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平成30年度 京都府総合評価競争入札委員会（第１回）議事概要

開催日時及び場所 平成30年４月20日（金）

午前9時30分～午前10時25分

京都府庁西別館４階会議室

出席委員氏名（職業）
委員長 谷口 栄一（京都大学名誉教授）

委 員 川上 卓也（国土交通省近畿地方整備局京都国道事務所副所長）

委 員 武田 字浦 (明石工業高等専門学校准教授)

議 事 概 要 １ 開会［あいさつ（大石指導検査課理事）］

２ 議事

平成30年度総合評価競争入札（簡易型）落札者決定基準等

について

・一定規模以下の府内企業向け総合評価競争入札におい

て、低入札価格調査制度を適用することを了承。

・舗装工事における評価項目の見直しについては、配置予

定技術者の項目に係る見直しについては、了承。舗装機

械の保有に係る見直しについては、保有状況などを加味

し、評価内容や加算点の細分化を今後検討することとし

た。

委員からの意見・質問

とそれに対する回答等

意見・質問 回 答 等

別紙のとおり 別紙のとおり

－ －
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別 紙

２ 議事

（１）総合評価競争入札におけるダンピング対策について

意見・質問 回 答 等

◇従来、最低制限価格未満で入札した案件

は一律失格であったが、改正後は、調査

基準価格マイナス1,000円の入札は予定

価格の入札よりも評価値が高くなり、落

札できるということか。

◇加算点が15点ではなく、10点でも同様の

状況になるのか。

◇加算点の内訳のうち、施工計画の項目に

ついては、変更はないということか。

◇調査基準価格近辺での入札が増えてい

るが、従来の評価方法では調査基準価

格より低く入札した場合、評価値が一

番高くなり、落札する可能性があるこ

とから、低入札価格調査と合わせてダ

ンピング対策を行うということか。

◇予定価格が１億円以上の総合評価案件

についても、同様の運用を行うのか。

◇国の施工体制確認型総合評価におい

て、施工体制項目は30点と配点が高

く、調査基準価格未満の場合、施工体

制や品質確保を確認した上で、点数を

付与することとしている。施工体制点

が付与されない調査基準価格未満の入

札者はほぼ辞退しているため、実際は

調査基準価格以上での競争になってい

る。

◇国土交通省から、「総合評価競争入札に

おける適切なダンピング対策の実施につ

いて」に係る要請文の中には、ダンピン

グ対策に対する規定はないのか。

◇改正後は、調査基準価格未満になれば、

低入札価格調査を実施します。調査基準

価格未満で落札した場合、技術者を２名

配置する必要があり、規模の小さい工事

では辞退されると考えています。

◇点数差は若干変わりますが、ほぼ同様の

傾向が出ると考えています。

◇変更はありませんが、低入札調査価格で

入札した場合、品質管理等の質を落とさ

ざるを得ない場合もあり、評価が下がる

可能性はあると考えています。

◇そのとおりです。

運用していく中で、府内業者に負担がか

からないよう配慮していきたいと考えて

います。

◇そのとおりです。なお、大規模工事で適

用する標準型については、従来どおりの

評価とします。

◇京都府においても、施工体制確認型を検

討しましたが、発注者側・受注者側両者

の負担が増えることや、京都府の総合評

価の加算点は15点であり、十分なダンピ

ング対策ができないこと等から採用を見

送りました。

◇地方自治法では、総合評価落札方式に最

低制限価格は設定できないと明示されて

いますが、ダンピング対策の具体的な規

定はありません。他府県についても、現

－ －
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（２）舗装工事における評価項目の見直し

◇今回の制度改正は、国土交通省の要請文

に記載されている具体的な措置には該当

しないということか。

◇府内下請、府内資材を使っていても、低

入札基準価格未満の場合、マイナス評価

になるのか。

◇京都府の発注工事の中で、失格が発生し

ている工事の割合は。

◇総合評価において、低入札価格調査制度

を拡大することにより不調が増えること

はないのか。

◇業者にはどこまで制度改正の情報を出す

のか。調査基準価格未満で入札しても、

落札できると勘違いする業者も出てくる

のではないか。

◇総合評価競争入札に低入札価格調査制度

を適用することを了とする。

在運用している制度の延長線上で、総合

評価方式の配点の変更等により対応して

います。

◇国土交通省が示している措置をそのまま

適用するのではなく、低入札価格調査制

度を適用し、総合評価において評価方法

を工夫することによりダンピング対策を

講じる方法としました。

◇そのとおりです。

◇平成29年度の総合評価案件では、半数近

くの工事で失格が発生しています。

◇現在、不調の案件は少なく、今回の制度

改正で不調が増える可能性は低いと考え

ております。

◇入札公告に落札者決定基準として評価方

法を明示する等により、入札前に情報を

提供します。また、ダンピング対策を徹

底することに変わりはなく、混乱のない

よう講習会やホームページ等で周知徹底

を図っていく予定です。

意見・質問 回 答 等

◇今回の舗装の評価項目の見直しについて

は、業者からの要望か。

◇総合評価競争入札制度は平成18年度から

試行を開始し、舗装については土木一式

に準じた評価項目で運用してきました

が、10年以上経過する中で、配置予定技

術者の評価において、ほとんどの申請者

が満点のため、差が生じておらず総合評

価の本来の目的が発揮できてないことか

－ －
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◇機械の保有への加点については、次回の

委員会での協議事項とのことだが、全体

の配点も変更するのか。

◇舗装工事に係る技術者の資格は１級しか

ないのか。

◇舗装工事は下請負とする場合もあるが、

元請で舗装の専門知識をもった技術者が

しっかりと工事を管理することが重要で

あり、国土交通省においては舗装施工管

理技術者を評価している。

◇落札者の傾向として、過去の成績が良い

い業者が落札する等、業者の偏りが発生

しているのではないか。

◇国においても同様の傾向は出ており、過

去の実績点が高い業者に落札が偏るとい

う傾向もあり、多くの業者が落札できる

よう工夫すべき。

ら今回見直しを行うものです。

◇全体のバランスを勘案しながら考えてい

きたいと思っています。当面は大きな変

更は行わず評価する機械等について変更

し、大項目の変更や機械保有に対する配

点等については、検証しながら考えてい

きたいと考えています。

◇舗装工事の技術者の資格は２級もありま

すが、今回の見直しでは、１級を評価す

ることとしています。

◇結果的に表彰等を受けた業者に偏りが生

じています。

◇過去の実績を求めるため、評価点を考え

ると、若い技術者を配置できないという

問題もあり、今後は、国のように若手技

術者を評価する評価項目の追加等も検討

して行かなければならないと考えていま

す。

－ －



平成30年度第１回京都府総合評価競争入札委員会次第

日 時 平成30年４月20日（金)

午前９時半～午前10時半

場 所 京都府庁西別館４階

１ 開 会

２ あいさつ

３ 議 事

平成30年度総合評価競争入札（簡易型）落札者決定基準等について

４ 閉 会



平成30年度第１回京都府総合評価競争入札委員会座席図

平 成 3 0 年 ４ 月 2 0 日
場 所：京都府庁西別館４階

谷口委員長
○

〇川上委員 〇武田委員

〇 〇 〇 〇 〇 〇
西 角 大 浅 永 入
村 担 石 山 濱 江
副 当 理 課 担 副
課 課 事 長 当 課
長 長 課 長

長

［補助者等］
〇

○ ○ 〇 ○ ○ 〇
補 補 補 補 補 補 記 〇
助 助 助 助 助 助
者 者 者 者 者 者 者 〇

席 〇

〇

【傍聴者】

〇 〇 〇 〇 〇 〇



（１）総合評価競争入札におけるダンピング対策 

１．基本方針 
   一定規模以下の府内企業向け総合評価競争入札において、低入札価格調査制度を適用 

   することでダンピング入札を排除 

３．新たな制度 
 

   ①低入札価格調査制度を適用 
   ②調査基準価格未満の評価値算出式を新たに導入 
   ③低価格入札による府内企業の下請・府内調達へのしわ寄せを防ぐため、技術評価点の 
     見直し（減点） 

２．現状 
   小規模の工事では入札価格が低いほど評価値が高くなり、ダンピングを誘発するため 
   最低制限価格制度によりダンピング入札を無条件で排除 
 
    →価格その他の条件が最も有利な者が失格となっているおそれがある 

（現行制度） 

評価値＝ 
技術評価点 

入札価格 

（予定価格） （最低制限価格） 

評価値 高 ← 入札額 → 低 

（予定価格） （調査基準価格） 

評価値 高 ← 入札額 → 低 

 

評価値＝ 
 

技術評価点 

基準価格＋（基準価格－入札価格） 
評価値＝ 

技術評価点 

入札価格 

見直しポイント 
 ●調査基準価格を境に、入札価格が 
   低いほど評価値は下がる 
 → ダンピング入札のおそれが低くなる 
 ●低価格入札に対し、技術評価点を減点 
 → 府内下請企業等への悪影響を考慮 

（見直し案） 

（評価せず失格） 
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４．加算点評価項目の改正 
 

   ○配置予定技術者【同規模工事の監理技術者または主任技術者としての最高評点】 

評  価  内  容 加算点 

80 点以上 １．０ 

77.5点以上 80 点未満 ０．９ 

75 点以上 77.5点未満 ０．８ 

72.5点以上 75 点未満 ０．７ 

70 点以上 72.5点未満 ０．６ 

67.5点以上 70 点未満 ０．５ 

65 点以上 67.5点未満 ０．４ 

65 点未満 または 実績なし  ０．０ 

評  価  内  容 加算点 

80 点以上 １．０ 

77.5点以上 80 点未満 ０．９ 

75 点以上 77.5点未満 ０．８ 

72.5点以上 75 点未満 ０．７ 

70 点以上 72.5点未満 ０．６ 

67.5点以上 70 点未満 ０．５ 

65 点以上 67.5点未満 ０．４ 

65 点未満，実績なし または  
調査基準価格未満の入札を行った者  

０．０ 

○配置予定技術者【技術者の継続教育（ＣＰＤ）】 

評価内容 加算点 

30単位以上 ０．８ 

15～29単位 ０．５ 

15単位未満 ０．０ 

評価内容 加算点 

30単位以上 ０．８ 

15～29単位 ０．５ 

15単位未満 または  
調査基準価格未満の入札を行った者 

０．０ 

○府内企業の下請【施工体制における府内企業の下請の状況】 

評価内容 加算点 

申請点＝ 
下請率×府内下請率×３ 
      ＋（１－下請率）×３ 

３～０ 

下請率１００％ 失格 

調査基準価格未満の入札を行った者 
（申請点）×－１ 

０～－３ 

評価内容 加算点 

申請点＝ 
下請率×府内下請率×３ 
      ＋（１－下請率）×３ 

３～０ 

下請率１００％ 失格 

○府内資材調達【指定資材の府内調達の状況】 

評価内容 加算点 

すべて府内調達 １．０ 

一部府内調達 ０．５ 

府内調達なし ０．０ 

調査基準価格未満の入札を行った者 
（申請点）×－１ 

－１．０ 
－０．５ 
  ０．０ 

評価内容 加算点 

すべて府内調達 １．０ 

一部府内調達 ０．５ 

府内調達なし ０．０ 

 
２ 



（予定価格） 
５，０００万円 

（調査基準価格） 
４，５００万円 

評価値 高 ← 入札額 → 低 

 

評価値＝ 
 

技術評価点 

基準価格＋（基準価格－入札価格） 
評価値＝ 

技術評価点 

入札価格 

（見直し例：技術評価点満点１１５点の場合） 

①230.0000 

②255.5555 

③233.7725 

①予定価格で入札した場合 
             100＋15 
230.0000＝ 
            0.50000 

③調査基準価格-1,000円で入札した場合 
 
                 100＋5.2 
233.7725＝ 
          0.45000+(0.45000-0.44999) 

②調査基準価格で入札した場合 
          100＋15 
255.5555＝ 
          0.45000 

調査基準価格未満の場合（③） 調査基準価格以上の場合（①・②） 

加算点 ①・② ③ 

配置予定技術者（評点）  １．０点 →   ０点 

配置予定技術者（ＣＰＤ）  ０．８点 →   ０点 

府内下請  ３．０点 → － ３点 

府内資材  １．０点 → － １点 

その他の加算点  ９．２点 → ９．２点 

計 １５．０点 → ５．２点 

 
３ 



１．現状 
   専門工事である舗装工事について、土木一式工事とほぼ同じ評価項目になっており、 
   技術力や施工体制における専門性が十分評価できていない 

（２）舗装工事における評価項目の見直し 

【課題】 
 ①配置予定技術者 
   配置予定技術者として求められる技術資格は、土木一式工事と同様 
 ②建設機械の保有 
   評価対象の保有機械は、舗装用機械に限定せず、当該工事に使用する機械で可 

【分析】 
 ①配置予定技術者 
   過去３年平均の配置予定技術者の評価では、申請者の約７割が満点 
   落札者は９５％以上が満点 
 ②建設機械の保有 
   機械保有状況では、９割以上が満点（内、バックホウで申請は７５％） 
   落札者は全者が満点（内、バックホウで申請は６０％） 

両評価項目とも満点取得者が多く、落札にも一定寄与しているが、舗装工事の 
専門性を評価できていない 

加算点評価項目 評価内容 加算点 Ｈ２７～Ｈ２９（平均） 

申請者 落札者 

同規模工事の監理
技術者または主任
技術者としての最

高評点 

８０点以上 １．０ ６８．９％ ９５．１％ 

７７．５～８０点 ０．９ ５．９％ ４．９％ 

７５～７７．５点 ０．８ ５．９％ ０％ 

７２．５～７５点 ０．７ ５．９％ ０％ 

７０～７２．５点 ０．６ １．２％ ０％ 

６７．５～７０点 ０．５ ４．１％ ０％ 

６５～６７．５点 ０．４ ０．３％ ０％ 

６５点未満 ０．０ ７．７％ ０％ 

技術者の継続教育
（ＣＰＤ） 

３０単位以上 ０．８ ７０．８％ １００％ 

１５～３０単位 ０．５ ６．９％ ０％ 

１５単位未満 ０．０ ２２．２％ ０％ 

■申請状況（過去３年平均） 
  ①配置予定技術者 

加算点評価項目 評価内容 加算点 Ｈ２７～Ｈ２９（平均） 

申請者 内、バック
ホウ申請 

落札者 内、バック
ホウ申請 

当該工事に使用
する標準的な建設
機械の保有状況 

自社所有（１台以上） 
（リースによる保有含む） 

１ ９２．２％ ７４．１％ １００％ ６０．９％ 

自社所有でない ０ ７．７％ － ０％ － 

②建設機械保有 

 
４ 



２．見直し内容 
 

  ①舗装専門の技術者資格（１級舗装施工管理技術者資格）を加点対象 

【効果】 
 ○（一社）日本道路建設業協会が認定する舗装工事に特化した資格で、資格保有者が 
   施工管理することでより高い品質確保に期待 
 
【分析】 
 ○府内の資格保有者は４００名以上で、府内の入札参加企業３０者以上に１５０名以上 
   の資格保有者が在籍し、特定の企業が優遇されることはない 
 
 ○国土交通省ほか、大阪府、滋賀県、和歌山県、福井県など他の近畿府県でも評価 

配置予定技術者が１級舗装施工管理技術者資格保有者の場合、０．２点加点 

②舗装機械保有を加点対象【検討段階】 

【効果】 
  ○専門機械を保有しており、より確実な施工体制に期待 
 
【課題】 
 

  ○府内企業の保有機械の種類や状況を調査中 
 

  ○機械の種類も多く、加点対象とする機械の選定や確認方法を検討 

舗装機械の保有状況などを加味し、評価内容や加算点の細分化を今後検討 

改正（案） 
 １．配置予定技術者に関する配点１．８点は据え置き 
 ２．成績評定の加算点を各点数－０．２点 
 ３．配置予定技術者が１級舗装施工管理技術者資格をもっていれば＋０．２点 

加算点評価項目

0.8

0.7

0.6

0.5

0.4

0.3

0.2

0
0.8点

0.5点

0点

0.2

0
0.2点

資格なし

６５点以上　６７．５点未満

６５点未満 ， 実績なし または 調査基準価格未満の入札を行った者

技術者の継続教育
（ＣＰＤ）

７７．５点以上　８０点未満

７５点以上　７７．５点未満

７２．５点以上　７５点未満

７０点以上　７２．５点未満

８０点以上

0.8点

６７．５点以上　７０点未満

評　　価　　内　　容 加算点

２年間の取得単位３０単位以上

同規模工事の監理技術者
または主任技術者として
の最高評点
　（H１５以降に完工）

＜地域活性型Ｂの場合＞
所有する国家資格

１級舗装施工管理技術
者資格の有無

資格あり

２年間の取得単位１５単位未満 または 調査基準価格未満の入札を行った者

２年間の取得単位１５～２９単位 0.8点

 
５ 



○　平成３０年度総合評価競争入札(簡易型)の落札者決定基準（土木一式）【案】

必須 選択

2 2

1.5 1.5
1 1
0 0

失格 失格

1 1 1

0.9 0.9 0.5

0.8 0.8

0.7 0.7

0.6 0.6

0.5 0.5

0.4 0.4

0 0

0.8点 0.8点 0.8点
0.5点 0.5点 0.5点

0点 0点 0点

1 1 1

0.9 0.9 0.9

0.8 0.8 0.8

0.7 0.7 0.7

0 0 0

1（0.3） 1（0.3） 1（0.3）

0.5（0） 0.5（0） 0.5（0）

0 0 0

0～-3 0～-3 0～-3

失格 失格 失格
すべて府内調達（申請点＝１） 1 すべて府内調達（申請点＝１） 1 すべて府内調達（申請点＝１） 1

一部府内調達（申請点＝０．５） 0.5 一部府内調達（申請点＝０．５） 0.5 一部府内調達（申請点＝０．５） 0.5

府内調達なし（申請点＝０） 0 府内調達なし（申請点＝０） 0 府内調達なし（申請点＝０） 0

-1
-0.5

0

-1
-0.5

0

-1
-0.5

0

0.7 0.7 0.7

0.6 0.6 0.6
0.5 0.5 0.5

0.25 0.25 0.25

0 0 0

0.5 0.5 0.5
0.4 0.4 0.4
0.3 0.3 0.3
0.2 0.2 0.2
0.1 0.1 0.1

0 0 0
1 1 1

0.5 0.5 0.5
0 0 0

1 1 1

0 0 0

現場の土木事務所管内 1 現場の土木事務所管内 1 現場の土木事務所管内 1
現場の土木事務所管外 0 現場の土木事務所管外 0 現場の土木事務所管外 0

※１：地域活性型においては、必要に応じ１項目を設定
※２：4,500万円以上の土木一式工事で地域活性型を実施する場合では、「技術職員数」は技術重視型の評価内容を適用する。
※３：表彰は工事箇所が存在する管内の土木事務所長からの表彰に限る。
　　　除雪業務に密接に関連する道路工事等に適用する。
※４：災害協定に基づく出動要請を行った被災箇所における災害復旧工事等に適用する。
※５：「地域維持業務（冬期維持管理部門又は維持修繕部門）の実績」と「災害協定の締結」とは重複して評価対象としない。
※６：「冬期維持管理部門」と「維持修繕部門」の実績は重複して評価対象としない。

加算点満点計 最大15点 最大13点 最大11点

1点

※この項目は、出水時等に緊急対応が必要な河川・砂防工
事や、現道沿いの山切工事等で設定する。

1点その他
緊急時の
現場対応

主たる営業所の所在地 ●

※この項目は、出水時等に緊急対応が必要な河川・砂防工事
や、現道沿いの山切工事等で設定する。

表彰無し

冬期維持管理部門の表彰有り

１点

冬期維持管理部門の表彰有り

※この項目は、出水時等に緊急対応が必要な河川・砂防工
事や、現道沿いの山切工事等で設定する。

1点

１点

技術職員数３人以下 技術職員数１（３人以下）人 技術職員数１人

地域へ
の貢献

地域維持
業務の実
績

冬期維持管理部門（除雪等業務
委託）又は維持修繕部門（小修
繕工事）の実績

●

冬期維持管理部門の表彰有り

１点

0.5点

災害協定の締結
工事箇所を所管する土木事務所長と災害協定を締結している
団体の構成員

工事箇所を所管する土木事務所長と災害協定を締結して
いる団体の構成員

工事箇所を所管する土木事務所長と災害協定を締結して
いる団体の構成員

協定締結無し 協定締結無し 協定締結無し

維持修繕部門の表彰有り 維持修繕部門の表彰有り 維持修繕部門の表彰有り

表彰無し 表彰無し

増減率＜-20%　 かつ　3人以上の減

10%＜増減率 　　又は　3人以上の増

0.7点

10%＜増減率 　　又は　3人以上の増

技術職員数４人

技術職員数７～９人 技術職員数３（７～９）人 技術職員数３人

技術職員数４～６人 技術職員数２（４～６）人 技術職員数２人

0.5点

技術職員数６（１６）人以上

0.5点

技術職員数６人以上

技術職員数１３～１５人 技術職員数５（１３～１５）人 技術職員数５人

技術職員数１０～１２人 技術職員数４（１０～１２）人

0.7点

0%≦増減率≦10%　 かつ　2人以内の増 0%≦増減率≦10%　 かつ　2人以内の増 0%≦増減率≦10%　 かつ　2人以内の増

-10%≦増減率＜0%

雇用

「技術職員数」の維持
(H30：H27）

●

10%＜増減率 　　又は　3人以上の増

0.7点

各業種毎に雇用している「技術
職員数」（H30）

●

技術職員数１６人以上

-10%≦増減率＜0% -10%≦増減率＜0%

-20%≦増減率＜-10%  又は
増減率＜-20%   かつ　2人以内の減

-20%≦増減率＜-10%  又は
増減率＜-20%   かつ　2人以内の減

-20%≦増減率＜-10%  又は
増減率＜-20%   かつ　2人以内の減

増減率＜-20%　 かつ　3人以上の減 増減率＜-20%　 かつ　3人以上の減

1点 1点

調査基準価格未満の入札を行った者
（申請点）×（－１）

調査基準価格未満の入札を行った者
（申請点）×（－１）

調査基準価格未満の入札を行った者
（申請点）×（－１）

府内資材
調達

指定資材の府内調達の状況 ● 1点

優秀賞　受賞あり（回数制限）

1点

優秀賞　受賞あり（回数制限）

表彰
京都府地域づくり
優良工事施工者表彰

●

3点調査基準価格未満の入札を行った者
（申請点）×（－１）

調査基準価格未満の入札を行った者
（申請点）×（－１）

調査基準価格未満の入札を行った者
（申請点）×（－１）

下請率１００％ 下請率１００％ 下請率１００％

（申請点）＝下請率×府内下請率×３＋（１－下請率）×３
［小数第１位止め］ 3～0

3点

（申請点）＝下請率×府内下請率×３＋（１－下請率）×３
［小数第１位止め］ 3～0

地域調
達
・雇用

府内企業
　の下請

施工体制における府内企業の下
請の状況

●

（申請点）＝下請率×府内下請率×３＋（１－下請率）×３
［小数第１位止め］ 3～0

3点

1点奨励賞　受賞あり（回数制限） 奨励賞　受賞あり（回数制限） 奨励賞　受賞あり（回数制限）

なし なし

保有台数１台 保有台数１台

保有無し 保有無し 保有無し

優秀賞　受賞あり（回数制限）

1点

保有台数４台以上

1点

保有台数３台 保有台数３台 保有台数３台

保有台数２台 保有台数２台 保有台数２台

保有台数１台

なし

1点

0.8点
２年間の取得単位１５～２９単位 ２年間の取得単位１５～２９単位 ２年間の取得単位１５～２９単位

２年間の取得単位１５単位未満　または　調査基準価格未満
の入札を行った者

２年間の取得単位１５単位未満　または　調査基準価格未
満の入札を行った者

２年間の取得単位１５単位未満　または　調査基準価格未
満の入札を行った者

建設機械保有
経営事項審査において加点対象
となる建設機械の保有状況

●

保有台数４台以上

1点

保有台数４台以上

配置予定技術者

1点

１級　国家資格者

６５点以上　６７．５点未満 ６５点以上　６７．５点未満

６５点未満　，　実績なし　または　調査基準価格未満の入札
を行った者

６５点未満　，　実績なし　または　調査基準価格未満の入
札を行った者

技術者の継続教育（ＣＰＤ） ●

２年間の取得単位３０単位以上

0.8点

同規模工事の監理技術者または
主任技術者としての最高評点
　（H15以降に完工）

＜地域活性型Ｂの場合＞
所有する国家資格

●

２年間の取得単位３０単位以上

0.8点

２年間の取得単位３０単位以上

1点

７７．５点以上　８０点未満 ７７．５点以上　８０点未満 ２級　国家資格者

７５点以上　７７．５点未満 ７５点以上　７７．５点未満 その他技術者　または　調査基準価格未満の入札を行っ
た者

記載がない又は不適 記載がない又は不適

８０点以上

1点

必要事項の記載が適切であり、さらに工夫が見られる。 必要事項の記載が適切であり、さらに工夫が見られる。

0
７２．５点以上　７５点未満 ７２．５点以上　７５点未満

７０点以上　７２．５点未満 ７０点以上　７２．５点未満

６７．５点以上　７０点未満 ６７．５点以上　７０点未満

８０点以上

施工管理・安全管理等 （●） ●
必要事項の記載が適切である。（共通仕様書程度） 必要事項の記載が適切である。（共通仕様書程度）

必要事項の記載がないものがある。 必要事項の記載がないものがある。

加算点

施工計画

（技術重視型のみ）

品質管理 （●）
必要事項の記載が適切であり、さらに工夫が複数見られる又
は高度である。

2点
×
2

必要事項の記載が適切であり、さらに工夫が複数見られる
又は高度である。

2点

 ＜技術重視型：4500万円以上＞  ＜地域活性型：2500万円以上（4500万円以上）＞  ＜地域活性型：1000万円～2500万円＞

加算点評価項目 評　　価　　内　　容 加算点 評　　価　　内　　容 加算点 評　　価　　内　　容

※１ 

※３，５ 

※２ 

※２ 

※４，５ 

※６ 

※６ 

※６ 

※６ 

※６ 

※６ 



○　平成３０年度総合評価競争入札(簡易型)の落札者決定基準（舗装）【案】

必須 選択

2 2

1.5 1.5
1 1
0 0

失格 失格
0.8 0.8
0.7 0.7
0.6 0.6
0.5 0.5
0.4 0.4
0.3 0.3
0.2 0.2

0 0

0.8点 0.8点
0.5点 0.5点

0点 0点

0.2 0.2

0 0

1 1

0 0

1（0.3） 1（0.3）

0.5（0） 0.5（0）
0 0

0～-3 0～-3

失格 失格
すべて府内調達（申請点＝１） 1 すべて府内調達（申請点＝１） 1
一部府内調達（申請点＝０．５） 0.5 一部府内調達（申請点＝０．５） 0.5
府内調達なし（申請点＝０） 0 府内調達なし（申請点＝０） 0

-1
-0.5

0

-1
-0.5

0

0.7 0.7

0.6 0.6
0.5 0.5

0.25 0.25

0 0
0.5 0.5
0.4 0.4
0.3 0.3
0.2 0.2
0.1 0.1

0 0
1 1

0.5 0.5
0 0

※１：地域活性型においては、必要に応じ１項目を設定
※２：表彰は工事箇所が存在する管内の土木事務所長からの表彰に限る。
※３：「冬期維持管理部門」と「維持修繕部門」の実績は重複して評価対象としない。

加算点満点計 最大14点 最大12点

１点

冬期維持管理部門の表彰有り

１点維持修繕部門の表彰有り 維持修繕部門の表彰有り

表彰無し 表彰無し

地域へ
の貢献

地域維持
業務の実
績

冬期維持管理部門（除雪等
業務委託）又は維持修繕部
門（小修繕工事）の実績

●

冬期維持管理部門の表彰有り

技術職員数３人以下

0.5点

技術職員数１３～１５人 技術職員数１３～１５人

技術職員数１０～１２人 技術職員数１０～１２人

技術職員数７～９人 技術職員数７～９人

技術職員数４～６人 技術職員数４～６人

技術職員数３人以下

雇用

「技術職員数」の維持
(H30：H27） ●

10%＜増減率 　　又は　3人以上の増

0.7点

10%＜増減率 　　又は　3人以上の増

0.7点

0%≦増減率≦10%　 かつ　2人以内の増 0%≦増減率≦10%　 かつ　2人以内の増

-10%≦増減率＜0% -10%≦増減率＜0%
-20%≦増減率＜-10%  又は
増減率＜-20%   かつ　2人以内の減

-20%≦増減率＜-10%  又は
増減率＜-20%   かつ　2人以内の減

増減率＜-20%　 かつ　3人以上の減 増減率＜-20%　 かつ　3人以上の減

各業種毎に雇用している「技術職
員数」（H30） ●

技術職員数１６人以上

0.5点

技術職員数１６人以上

（申請点）＝下請率×府内下請率×３＋（１－下請率）×３
［小数第１位止め］ 3～0

1点

調査基準価格未満の入札を行った者
（申請点）×（－１）

調査基準価格未満の入札を行った者
（申請点）×（－１）地域調

達
・雇用

府内企業
　の下請

施工体制における府内企業の下
請の状況 ●

（申請点）＝下請率×府内下請率×３＋（１－下請率）×３
［小数第１位止め］

優秀賞　受賞あり（回数制限）

1点奨励賞　受賞あり（回数制限） 奨励賞　受賞あり（回数制限）

なし なし

3点調査基準価格未満の入札を行った者
（申請点）×（－１）

調査基準価格未満の入札を行った者
（申請点）×（－１）

下請率１００％ 下請率１００％

府内資材
調達

指定資材の府内調達の状況 ● 1点

3～0

3点

自社所有（１台以上）（リースによる保有含む）
1点

自社所有でない 自社所有でない

表彰
京都府地域づくり
優良工事施工者表彰 ●

優秀賞　受賞あり（回数制限）

1点

建設機械保有
当該工事に使用する標準的な建設
機械（重機）の保有状況 ●

自社所有（１台以上）（リースによる保有含む）
1点

配置予定技術者

同規模工事の監理技術者または
主任技術者としての最高評点
　（H15以降に完工）

＜地域活性型Ｂの場合＞
所有する国家資格

●

0.8点
２年間の取得単位１５～２９単位 ２年間の取得単位１５～２９単位

２年間の取得単位１５単位未満　または　調査基準価格
未満の入札を行った者

２年間の取得単位１５単位未満　または　調査基準価格未
満の入札を行った者

１級舗装施工管理技術者資格の
有無 ●

資格あり 0.2
点

技術者の継続教育（ＣＰＤ） ●

２年間の取得単位３０単位以上

0.8点

２年間の取得単位３０単位以上

資格あり 0.2
点資格なし 資格なし

0.8
点

７７．５点以上　８０点未満 ７７．５点以上　８０点未満

７５点以上　７７．５点未満 ７５点以上　７７．５点未満

７２．５点以上　７５点未満 ７２．５点以上　７５点未満

７０点以上　７２．５点未満

必要事項の記載がないものがある。

記載がない又は不適 記載がない又は不適

８０点以上

0.8
点

７０点以上　７２．５点未満

６７．５点以上　７０点未満 ６７．５点以上　７０点未満

６５点以上　６７．５点未満 ６５点以上　６７．５点未満

６５点未満　，　実績なし　または　調査基準価格未満の
入札を行った者

６５点未満　，　実績なし　または　調査基準価格未満の入
札を行った者

８０点以上

施工計画

（技術重視型のみ）

品質管理 （●）
必要事項の記載が適切であり、さらに工夫が複数見られ
る又は高度である。

2点
×
2

 ＜技術重視型：4500万円以上＞  ＜地域活性型：1000万円以上＞

加算点評価項目 評　　価　　内　　容 加算点 評　　価　　内　　容 加算点

必要事項の記載が適切であり、さらに工夫が複数見られる
又は高度である。

2点
必要事項の記載が適切であり、さらに工夫が見られる。 必要事項の記載が適切であり、さらに工夫が見られる。

施工管理・安全管理等 （●） ●
必要事項の記載が適切である。（共通仕様書程度） 必要事項の記載が適切である。（共通仕様書程度）

必要事項の記載がないものがある。
※１ 

※２ 

※３ 

※３ 

※３ 

※３ 


	00gijigaiyou_.pdf
	01次第.pdf
	02座席図.pdf
	03総合評価競争入札におけるダンピング対策.pdf
	04【Ａ３】020 落札者決定基準一覧_H30.04（土木；舗装別）★.pdf

